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日光市木造住宅耐震改修等工事費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、木造住宅の耐震性の向上を図り、地震に強い安全なまちづくりの推進に寄

与するため、木造住宅の耐震改修工事又は耐震建替え工事（以下「耐震改修等工事」という。）

に要する工事費の一部を補助することについて、日光市補助金等交付規則（平成１８年日光

市規則第５９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 木造住宅 昭和５６年５月３１日以前に着工又は完成した一戸建ての木造の専用住宅又 

は併用住宅（延床面積の２分の１以上を住居として使用しているものに限る。）をいう。 

(２) 空き家バンク登録住宅 日光市空き家情報登録制度実施要綱（平成２６年日光市告示第 

１４８号。以下「空き家バンク要綱」という。）に基づき登録された空き家（ただし、木造住 

宅に限る。）をいう。 

(３) 耐震診断 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１

８年国土交通省告示第１８４号）別添第１の建築物の耐震診断の指針に基づいて行う耐震

診断又は同ただし書きの規定に基づき、国土交通大臣が指針の一部又は全部と同等以上の

効力を有すると認める方法によって行う耐震診断をいう。 

(４) 補強計画 耐震診断の結果に基づき一般社団法人栃木県建築士会、一般社団法人栃木 

県建築士事務所協会又は耐震診断士が策定する補強計画をいう。 

(５) 耐震診断士 国土交通大臣登録木造耐震診断資格者講習又はこれと同等と市長が認め 

るものを受講し、受講修了書の交付を受けた建築士をいう。 

(６) 建築士 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築士をい 

う。 

(７) 耐震改修工事 耐震診断の総合評価が１．０未満の場合に総合評価を１．０以上に 

するために行う補強改修工事で地震に対する安全性の向上が認められる方法によって行 

われるものをいう。 

(８) 省エネ基準 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第 

５３号。以下「省エネ法」という。）第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消 

費性能基準をいう。 

(９) 耐震建替え工事 耐震診断の総合評価が１．０未満で、耐震改修が必要であると診断 

された住宅を除却し、建替え前の住宅と同一敷地内（同一敷地内であると認められる場合 
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を含む。）に新たに省エネ基準に適合する一戸建ての住宅を建築するものをいう。 

(１０) 空き家バンク利用者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 空き家バンク登録住宅の所有者 

イ 空き家バンク要綱第９条第２項の規定に基づき利用者の登録を受けた者であって、当 

該空き家バンク登録住宅を購入又は賃貸した者をいう。 

(１１) 県産出材 栃木県産出材証明制度に基づき、栃木県内の森林から産出されたもので

あることが証明された木材をいう。 

(補助対象工事) 

第３条 補助の対象となる工事は、次の各号に掲げるものとする。 

(１) 耐震改修工事 

(２) 耐震建替え工事  

(補助対象住宅)  

第４条 補助の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、耐震改修等工事を行う次

の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、補助対象住宅が空き家バンク登録住宅の場

合は、第４号の規定は適用しない。 

(１) 市内に存する木造住宅 

(２) 地上階数が２階建て以下のもの 

(３) 在来軸組構法又は伝統的構法により建築されたもの 

(４) 賃貸を目的としないもの 

(５) 耐震改修等工事に着手していないもの 

(６)  第７条に規定する交付申請を行うときまでに補強計画を策定している住宅（耐震改修 

工事を行う場合に限る。） 

２ 耐震建替え工事後の住宅は、前項に掲げるもののほか、次の各号のいずれにも該当するもの

とする。 

(１) 建替え前の住宅に係る耐震診断の結果が判明する前に、建築基準法（昭和２５年法律 

第２０１号）第６条第１項及び第６条の２第１項の規定に基づく確認申請（以下「確認申 

請」という。）をしていないこと。 

(２) 耐震建替え工事後の住宅が建築基準法に適合するものであること。 

(３) 耐震建替え工事が移転補償に係る事業の対象となる場合は、当該補償の内容が再築で

ないこと。 

(４) 耐震建替え工事後の住宅が省エネ基準に適合するものであること。 
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（補助対象者） 

第５条 補助の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

 (１) 市内に住所を有する者。ただし、耐震建替え工事の場合、耐震建替え工事の契約者であ

る者（以下「耐震建替え工事契約者」という。）は、この限りでない。 

(２) 補助対象住宅の耐震診断を行い、その結果に基づいて耐震改修等工事を行う者 

(３) 補助対象住宅を所有（共有を含む。以下同じ。）する個人又は当該所有者の２親等以内

の親族で当該耐震改修等工事に係る契約者となる者。（耐震改修工事の場合は耐震改修後に

当該補助対象住宅に居住する者に、耐震建替え工事の場合は耐震建替え工事後の住宅の所

有者となる者に限る。次号において「親族」という。） 

(４) 国税、県税並びに市税、介護保険料、後期高齢者医療保険料、水道料金、下水道使用

料及びし尿汲取手数料の未納がない者（補助金の交付を受けようとする者が親族である場

合は、当該補助対象住宅を所有する個人においても市税等の滞納のない者に限る。） 

(５) 過去にこの要綱による補助金の交付を受けたことがない者 

(６) 廃止前の日光市木造住宅耐震診断等経費補助金交付要綱（平成２０年日光市告示第３ 

０号）による補助を受けていない者 

２ 空き家バンク利用者又は耐震建替え工事契約者が、補助の対象となる者の場合には前項第 

４号の規定にかかわらず、当該空き家バンク利用者又は耐震建替え工事契約者が居住する都 

道府県及び市町村の税を完納している者とする。 

 （補助金の額） 

第６条 耐震改修工事に対する補助金の額は、耐震改修工事に要する費用（耐震補強の対象とな

らない工事費用を除く。）の５分の４以内の額（１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。）とし、１，０００，０００円を限度とする。 

２ 耐震建替え工事に対する補助金の額は、耐震建替え工事に要する費用（建替え前の住宅に係

る住宅の用途に供している部分の床面積の合計に１㎡当たり２２，５００円を乗じて得た額

を限度とする。）の２分の１以内の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる）とし、１，０００，０００円を限度とする。 

３ 耐震建替え工事において、県産出材を構造材又は内装材として１０㎥以上（住宅の用途に供

する部分に限る）使用する場合は、前項の額に１００，０００円を加算した額とする。 

４ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、日光市木造住宅耐
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震改修等工事費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出す

るものとする。 

(１) 補助対象住宅の付近見取図 

(２) 補助対象住宅の建築時期及び所有者が確認できる書類の写し 

(３) 耐震診断結果報告書の写し 

(４) 耐震改修等工事の事業計画書 

(５) 耐震改修等工事に係る工事工程表 

(６) 耐震改修等工事に要する費用の見積書の写し（耐震改修工事の対象とならない工事等

を含む場合には、その区分が明確なもの) 

(７) 住民票（申請日の３月以内に発行されたもの） 

(８) 国税、県税及び市税等に未納がないことを証する書類 

(９) 申請者と補助対象住宅の所有者との関係が確認できる書類（申請者が建物の所有者の 

２親等以内の親族である場合に限る。） 

(１０) 県産出材の使用材積と使用箇所が確認できる書類（県産出材使用による加算を受け 

ようとする場合に限る。） 

(１１) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 空家バンク利用者（空家バンク要綱第２条第９号イに掲げる者に限る。）においては、前項

第７号に規定する書類に代えて、空き家バンク利用承認通知書の写し又は売買契約書若しくは

賃貸借契約書を添付するものとする。 

３ 申請者が日光市木造住宅耐震診断士派遣実施要綱（令和６年日光市告示第 号）による耐震

診断士の派遣を受けて耐震診断を完了し、同一年度においてこの要綱による補助金の交付を申

請する場合は、第１項第２号、第３号、第９号及び第１０号に規定する書類の添付は不要とす

る。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否を

決定し、日光市木造住宅耐震改修等工事費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）に

より、申請者に通知するものとする。 

（変更又は中止） 

第９条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、その内容を

変更し、又は中止しようとするときは、あらかじめ日光市木造住宅耐震改修等工事費補助金事

業計画変更（中止）申請書（様式第３号）を市長に提出し、承認を受けなければならない。 
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２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、変更を認めるときは日光市木

造住宅耐震改修等工事費補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により、中止を認めるとき

はその旨を申請者に通知するものとする。 

（耐震改修等工事の着手） 

第１０条 交付決定者は、当該交付決定の通知があった日から６０日以内に耐震改修等工事に着

手するものとする。 

（耐震改修等工事の完了報告） 

第１１条 交付決定者は、耐震改修等工事が完了したときは、速やかに日光市木造住宅耐震改修

等工事費補助金事業完了報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

(１) 耐震改修等工事費内訳書 

(２) 耐震改修等工事後の耐震評点結果のわかるもの 

(３) 耐震改修等工事に係る契約書及び領収書の写し（耐震建替え工事を行う場合は、既存

住宅の除去に係る契約書及び領収書も添付する。） 

(４) 耐震改修等工事に係る工事状況（施工箇所ごとの施工前、施工中及び施工完了）の写

真 

(５) 耐震改修等工事後の住宅に係る検査済証の写し又は確認申請を要しない建物の場合は、

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２０条第３項の規定による工事監理状況報告書

の写し 

  (６) 工事完了時において、次のアからエまでに掲げる、省エネ基準に適合することを証する

いずれかの書類（耐震建替え工事を行う場合に限る） 

ア 省エネ法に基づく性能向上計画確認通知書 

イ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）に基づく性能評価

書（断熱等性能等級４以上でかつ、一次エネルギー消費量等級４以上を満たすもの） 

ウ ＢＥＬＳ評価書（一次エネルギー消費量基準・外皮基準ともに適合以上と表示された

もの） 

エ 建築士（設計者）が発行する省エネ基準への適合性に関する説明書（省エネ法の説明

義務書類） 

(７) 県産出材の出荷証明書の写し及び上棟後など木材使用状況が確認できる全景写真（県 

産出材使用による加算を受けようとする場合に限る。） 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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（補助金額の確定） 

第１２条 市長は、完了報告書の提出があったときは、建築士等の資格を有する職員にその内容

の審査又は必要に応じて現地調査を行わせ、その報告により当該耐震改修等工事が適当と認め

たときは、補助金の額を確定し、日光市木造住宅耐震改修等工事費補助金交付額確定通知書（様

式第６号）により、当該完了報告を提出した交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１３条 確定通知書を受けた交付決定者は、日光市木造住宅耐震改修等工事費補助金交付請

求書（様式第７号）に確定通知書の写しを添えて、市長に請求するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交付決定（変

更交付決定を含む。以下この条及び次条において同じ。）の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

(１) この要綱に違反する事実があったとき。 

(２) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


